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はじめに 

 

 

十和田市では、これまでの十和田市次世代育成支援行動計

画を踏まえ、2015（平成27）年度から５年間を計画期間と

した「十和田市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、こ

の計画の基本理念である「いつでも親子の笑い声が聞こえる

まち、くらしに感動ができるまち、とわだ」の実現に向け、

幼児期に質の高い学校教育・保育を総合的に提供するなど、

地域の子ども・子育て支援施策の充実に努めてまいりました。 

しかしながら、少子化・核家族化が進行するとともに、子

どもの貧困問題などが表面化したことから、多様な幼児教

育・保育のサービスの充実や妊娠期から出産・子育てまでの

切れ目のない支援の仕組みの構築等が求められてきました。 

そのため、国においては「幼児教育・保育の無償化」等、子育て世代の経済的負担の

軽減をはじめとする総合的な少子化対策を推進していくこととなりました。 

このような中、本市では、これまでの「十和田市子ども・子育て支援事業計画」の基

本理念を引き継ぎ、子ども・子育て支援法に基づく新しい国の指針を踏まえ、本市の最

上位計画である「第2次十和田市総合計画」との整合性を図りながら、すべての子ども

が健やかに成長できる社会をめざして「第二期十和田市子ども・子育て支援事業計画」

を策定いたしました。 

社会情勢の変化や国の制度、市の関連計画、市民ニーズ等に対応しながら、基本理念

の実現に向けて、国や県、子育てに関する関係団体と連携のもと、本計画の推進に努め

てまいりたいと考えております。 

結びに、本計画の策定に当たり、ご審議いただきました十和田市子ども・子育て支援

会議委員の皆様、貴重なご意見やご提言をいただきました市民の皆様をはじめ、ニーズ

調査にご協力いただきました保護者並びに関係団体の皆様に、心から感謝を申し上げま

すとともに、本計画の推進に当たり、引き続きご支援ご協力を賜りますようお願い申し

上げます。 

 

2020（令和２）年３月 

十和田市長 小山田 久 
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

十和田市（以降「本市」という。）では、2012（平成24）年８月の「子ども・子育

て関連3法」の成立を受け、「十和田市次世代育成支援行動計画（後期計画）」の施策を

踏まえながら、2015（平成27）年度より５か年を計画期間として「十和田市子ども・

子育て支援事業計画」（以降「第一期計画」という。）を策定しました。 

それまで本市では、次世代育成支援対策推進法に基づき「次世代育成支援行動計画」

を策定し、「水と緑の輝くこのまちで 家庭や地域が手を携えて 個性豊かな子どもを育

てよう」を基本理念に、子育て支援の充実をはじめ、子どもの教育や生活環境の整備等、

7つの基本目標を掲げ幅広い施策を展開してきました。 

第一期計画では、ニーズ調査等における様々な意見等を踏まえるとともに、“親とこど

もの幸せを考える”といった視点に立った取り組みを進めるべく、これまでの基本理念

に「いつでも親子の笑い声が聞こえるまち くらしに感動ができるまち とわだ」を加

え、7つの基本目標を踏襲しながら、「十和田市総合計画」をはじめ、「十和田市障がい

者基本計画」、「十和田市健康づくり基本計画」、「十和田市男女共同参画社会推進計画」

等との整合性を図り、施策に取り組んできました。 

一方で、全国的に少子化の流れは留まることなく、さらに子どもの貧困問題が表面化

したことで、国は2017（平成29）年6月に「子育て安心プラン」を公表し、幼児期の

教育および保育の重要性に鑑み、子ども・子育て支援法の一部を改正した「子育てのた

めの施設等利用給付」を創設、「幼児教育・保育の無償化」等の措置を講じることで、子

育てを行う家庭の経済的負担の軽減を始めとする総合的な少子化対策を推進していくこ

とになりました。 

これを受け本市では、中間年である2017（平成29）年度に第二期計画における「保

育の量の見込み」の見直しを行うとともに、第一期計画の施策・事業の進捗評価等を行

い、市の現状と今後の子ども・子育て支援における課題を整理することを目的として、

2018（平成30）年度に子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査を実施しました。

「十和田市子ども・子育て支援会議」等で議論を重ね、教育・保育や地域子ども・子育

て支援事業の見込量などを勘案した結果、保育の質の確保などの提供体制の充実を盛り

込んだ「第二期十和田市子ども・子育て支援事業計画」（以降「本計画」という。）を策

定しました。 

本計画では、「幼児教育・保育の無償化」等の少子化対策を確実に実施できるよう、「第

2次十和田市総合計画」をはじめ、本市の各計画等との整合性を図り、市内に居住する

社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含め、すべての子どもに対し、「子ども

の最善の利益」が実現できる事業を展開し、身近な地域において質の高い教育・保育お

よび地域子ども・子育て支援事業を計画的に推進し実施することとします。  
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、「子ども・子育て支援法」第61条第１項に基づく計画として、国の定めた

基本指針に即して、策定するものです。 

また、2014（平成26）年４月に改正次世代育成支援対策推進法が成立し法の有効期

限が10年間延長されたため、これまで本市が取り組んできた次世代育成支援行動計画を

踏まえて、子ども・子育て支援に係る様々な分野の施策を推進施策として位置づけ、こ

れらを総合的・一体的に進めるため、既存計画との整合性を図って推進していきます。 

 

３ 他計画との関係 

本計画の策定にあたっては、関連する「第２次十和田市総合計画」をはじめとする「十

和田市地域福祉計画」「第2次十和田市障がい者基本計画」等との整合性を図りました。 

■ 他計画との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画期間 

本計画の期間は、法に基づき2020（令和２）年度から2024（令和６）年度までの

５年間とし、2019（令和元）年度に策定しました。 

■ 計画期間 

2015 
年度 

2016 
年度 

2017 
年度 

2018 
年度 

2019 
年度 

2020 
年度 

2021 
年度 

2022 
年度 

2023 
年度 

2024 
年度 

十和田市子ども・子育て支援事業計画      

     第二期十和田市子ども・子育て支援事業計画 

十和田市 

第２次十和田市総合計画 

各種事業 

第二期 

十和田市 

子ども・子育て 

支援事業計画 

◇十和田市地域福祉計画 

◇第２次十和田市障がい者 

基本計画 

◇第２次健康とわだ２１ 

◇第２次十和田市男女共同 

参画社会推進計画 

国 

◇子ども・子育て関連３法 

◇少子化社会対策基本法 

◇次世代育成支援対策推進法 

◇児童福祉法 

青森県 

◇のびのびあおもり子育てプラン 

◇健やか親子２１ 

◇母子家庭等自立支援推進計画 

◇障害者計画 

◇子どもの貧困対策推進計画 
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５ 制度改正等のポイント 

（１）子ども・子育て支援法の改正 

2018（平成30）年４月１日施行の「子ども・子育て支援法一部改正」により、保

育の需要の増大等に対応するため、一般事業主から徴収する拠出金の率の上限を引き

上げるとともに、当該拠出金を子どものための教育・保育給付の費用の一部に充てる

こととする等の措置を講じました。 

2019（令和元）年５月10日には「子ども・子育て支援法の一部を改正する法律」

が成立したことにより、総合的な少子化対策を推進する一環として、子育てを行う家

庭の経済的負担の軽減を図るため、市町村の確認を受けた幼児期の教育・保育等を行

う施設等の利用に関する給付制度の創設等の措置を講じることとなりました。 

① 幼児教育・保育の無償化 

2019（令和元）年10月より、３歳から５歳までのすべての子どもに加えて０歳か

ら２歳までの住民税非課税世帯の子どもに対して、幼稚園・保育所・認定こども園や

認可外施設においても費用の無償化を実施すること。 

② 放課後児童クラブの受け皿拡大 

女性の就業率の上昇等による共働き家庭の「小１の壁」「待機児童」解消を目指し

た新たな目標に向け、放課後児童クラブのさらなる受け皿拡大などの事業整備を行う

とともに、子どもの自主性、社会性のより一層の向上を図りながら子どもの健全な育

成を目的とする放課後児童クラブの役割を徹底すること。 

③ 広域調整の促進による待機児童の解消 

待機児童の解消に向けた対策として、市町村間で利用者を広域調整するために都道

府県が協議会の設置のまとめ役となり、関係する市町村や保育事業者が参加しながら

広域での待機児童解消を目指すこと。 

（２）基本指針の改正に係る留意事項 

制度の施行状況や関連施策の動向を反映させるため、以下の４点が追加されました。 

① 幼児教育アドバイザーの配置・確保 

幼児教育・保育の質の向上に資するよう、市町村は教育・保育に関する専門性を有

する指導主事・幼児教育アドバイザーの配置・確保等に努めること。 

② 幼稚園や保育を必要とする幼児の預かり保育の利用希望への対応 

幼稚園の利用希望または保育を必要とする幼児の預かり保育の利用希望に対応でき

るよう、市町村等は適切に量を見込み、確保の内容についても公立幼稚園の入園対象

年齢の引下げ等も含め検討すること。  
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③ 外国につながる幼児への支援・配慮 

国際化の進展に伴って外国につながる幼児の増加が見込まれることを踏まえ、幼児

が円滑な教育・保育等の利用ができるよう、市町村等は保護者および教育・保育施設

等に対し必要な支援を行うこと。 

④ 地域子ども・子育て支援事業の見込量等 

・子育て短期支援事業の量の見込みは、ニーズ調査の結果に加え、市町村における児

童虐待相談等から、本事業の活用が想定される数を算出し、量の見込みに加えるな

ど適切な補正を行うこと。 

・利用者支援事業の見込みは、地域子育て支援拠点事業における量の見込みや、子育

て世代包括支援センターの設置を見据えた見込みとなるよう留意すること。 

・放課後児童健全育成事業の見込みは、可能な限り学年ごとに量の見込みを算出する

こと。 

（３）児童福祉法改正による社会的養育に関する抜本的な改正 

2016（平成28）年６月の改正によって、すべての児童が健全に育成されるよう、

児童虐待について発生予防から自立支援まで一連の対策強化を図るため、市町村にお

いて子ども家庭総合支援拠点および子育て世代包括支援センターの設置、市町村や児

童相談所の体制の強化、里親委託の推進等を講じることとなりました。また、2018

（平成30）年７月に示された「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」に基

づき、すべての子どもが地域でのつながりを持ち、虐待予防のための早期対応から発

生時の迅速な対応、虐待を受けた子どもの自立支援等に至るまで、切れ目のない支援

を受けられる体制の構築を目指すこととなりました。 

 

６ 計画の策定体制と住民意見の反映 

本計画の策定体制として、2013（平成25）年に設置した、市民公募委員、学識経験

者、関係団体代表などの委員で構成される「十和田市子ども・子育て支援会議」があり

ます。「第一期計画」策定時と同様に、計画策定に対する意見を求めるとともに、計画策

定に必要な検討課題に関する審議結果を計画に反映しました。 

また、本市の子育て支援等に関わるニーズの把握のため、2019（平成31）年１月に

子育て中の保護者を対象としたアンケート形式のニーズ調査を行いました。その調査結

果から得られた子育ての現状や今後の子育て支援に係る意向等は、新たなサービスの目

標事業量等の設定や子育て支援施策推進の検討資料として活用しました。計画書（最終

案）ができた段階においてパブリックコメントを行い、市民から得られた計画最終案に

対する意見等を精査しながら、必要に応じて会議で協議・考察した上で、計画書への反

映に努めました。  
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７ 県や近隣市町村との連携 

子ども・子育て支援事業のニーズ量の設定や確保策にあたっては、市民の必要なニー

ズ量が確保できるよう、庁内の関係部署が県や近隣市町村と協議・調整を行いながら、

相互に連携を図りました。 

子ども・子育て支援の実施にあたっては、市民が希望するサービスを利用できるよう、

地域資源を有効に活用し、地域の実情に応じた市町村域を超えたサービスの利用や、個々

のサービスの特性に留意する必要があるため、県や近隣市町村・保育事業者等との連携

と協働に努めました。 
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3,619 3,045 2,877 2,900 2,876 2,803 2,779 2,666 2,646 2,608 2,501 2,442 

4,219  
3,843  3,827  3,657  3,470  3,341  3,175  3,123  2,950  2,922  2,881  2,842  

11.4  

10.4  10.2  10.0  9.8  9.5  9.3  9.1  8.9  8.8  8.7  8.6  

0.0

2.5

5.0

7.5

10.0

12.5

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

2005年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 

０～５歳 ６～11歳 児童（０～11歳）の割合 

（人） 

第２章 子ども・子育て支援の現状と課題 

１ 本市における人口と子ども人口の状況 

（１）人口と子ども人口等の推移 

本市の人口は2005（平成17）年以降、減少し続けています。３階級別人口をみる

と、2005（平成17）年以降老年人口（65歳以上）は増加し、生産年齢人口（15～

64歳）、年少人口（０～14歳）は減少しています。 

■ ３階級別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：住民基本台帳（各年３月 31 日） 
 

2005（平成17）年以降、総人口の減少割合よりも子ども人口（就学前児童および

小学生）の減少割合が大きいことから、総人口に対する児童（０～11歳）の割合は

2019（平成31）年には8.6％となり、2005（平成17）年から2.8
ポイ

ント低くなってい

ます。 

■ 子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※児童（0～11 歳）の割合は総人口に占める児童の割合 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日）  

10,042 9,066 8,799 8,586 8,360 8,136 7,904 7,623 7,412 7,241 7,004 6,806 

44,350 
41,479 41,111 41,050 40,275 39,371 38,524 37,676 36,684 35,963 35,181 34,452 

14,219  
15,709  15,942  16,058  16,440  17,016  17,689  18,282  18,915  19,297  19,672  19,952  

68,611 66,254 65,852 65,694 65,075 64,523 64,117 63,581 63,011 62,501 61,857 61,210 

0

15,000

30,000

45,000

60,000

75,000

2005年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 

０～14歳 15～64歳 65歳～ 

（人） 

（％） 
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512 470 404 460 431 429 433 382 426 400 374 379 

591 495 489 434 475 445 449 453 400 432 393 372 

597 
477 491 514 444 482 444 446 441 417 426 398 

630 

484 493 493 523 435 487 451 447 457 414 420 

615 

512 491 502 499 524 444 486 456 443 454 418 

674 

607 509 497 504 488 522 448 476 459 440 455 

3,619 

3,045 
2,877 2,900 2,876 2,803 2,779 2,666 2,646 2,608 2,501 2,442 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2005年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 

（人） 

さらに就学前児童（０～５歳）の１歳ごとの人口推移をみると、2009（平成21）

年から2019（平成31）年にかけていずれの年齢も100人前後減少し、全体では603

人（19.8％減）減少しています。 

このように０～５歳児人口・生産年齢人口（15～64歳）がともに減少しているこ

とから今後も児童数の減少は続くものと見込まれます。 

■ ０～５歳児の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月 31 日） 

（２）合計特殊出生率の推移 

本市の合計特殊出生率は、変動が大きいものの1.3～1.4台で推移しています。

2018（平成30）年は1.45となり、全国・県の値を上回っています。 

■ 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※合計特殊出生率：15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの 

資料：青森県人口動態統計 
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1.40 
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２ 子育て世帯の状況 

（１）子育て世帯の推移 

2005（平成17）年から2015（平成27）年の子育て世帯の推移をみると、一般

世帯は横ばいで推移しているものの、６歳未満親族のいる世帯、18歳未満親族のいる

世帯はともに減少しています。 

■ 子育て世帯（18 歳未満の子どもがいる世帯）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

ひとり親世帯の推移をみると、18歳未満親族のいる世帯の総世帯数は大きく減少し

ているものの、父子世帯は横ばいで推移しています。母子世帯は2010（平成22）年

に増加しますが、2015（平成27）にかけては減少しています。 

■ ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（２）子育て世帯の子どもの人数と主な保育者の状況 

調査結果から子育て世帯の子どもの人数をみると、就学前児童の世帯では「２人」、

「１人」、「３人」の順、小学生の世帯では「２人」、「３人」、「１人」の順とな

っています。そのうち「２人」以上の世帯の割合は就学前児童で62.7％、小学生で

82.2％となり、小学生の世帯が19.5
ポイ

ント高くなっています。 

前回調査（Ｈ25）と比較すると、就学前児童・小学生ともに子どもが「１人」世帯

の割合は低くなっています。また、小学生では子どもが「３人以上」世帯の割合が8.6
ポイ

ント

高くなり、多子世帯が増えている状況がうかがえます。 

■ 子育て世帯の子ども人数 

 《Ｈ25 調査（就学前児童）》 《Ｈ30 調査（就学前児童）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 《Ｈ25 調査（小学生）》 《Ｈ30 調査（小学生）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

１人 

32.4% 

２人 

44.3% 

３人 

19.0% 

４人 

2.5% 

５人 

0.7% 

６人以上 

0.1% 無回答 

1.0% 

就学前児童 

n=880 

１人 

25.2% 

２人 

40.6% 

３人 

17.9% 

４人 

3.5% 

５人 

0.6% 

６人以上 

0.1% 

無回答 

12.1% 

就学前児童 

n=933 

１人 

20.3% 

２人 

49.3% 

３人 

24.9% 

４人 

3.3% 

５人 

1.4% 

６人以上 

0.3% 
無回答 

0.5% 

小学生 

n=365 

１人 

11.4% 

２人 

43.8% 

３人 

30.4% 

４人 

6.3% 

５人 

1.0% 

６人以上 

0.8% 無回答 

6.4% 

小学生 

n=510 
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59.1  

26.4  

3.0  

34.4  

****  

8.3  

69.9  

2.7  

4.0  

0.5  

65.1  

23.7  

2.1  

36.3  

****  

6.3  

48.6  

23.6  

2.7  

0.0  

0% 25% 50% 75% 100%

父母ともに 

母親 

父親 

祖父母 

小学校 

幼稚園 

保育所 

認定こども園 

その他 

無回答 

Ｈ25調査 

n=880 

Ｈ30調査 

n=933 

61.4  

32.3  

3.6  

40.3  

81.1  

0.3  

4.7  

0.8  

11.8  

0.3  

71.4  

25.5  

2.4  

35.3  

78.4  

0.4  

2.2  

1.2  

9.0  

0.0  

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査 

n=365 

Ｈ30調査 

n=510 

日常的に子育てに関わっている方（施設）をみると、就学前児童では「父母ともに」

（65.1％）、小学生では「小学校」（78.4％）の割合が最も高くなっています。 

前回調査（H25）と比較すると、就学前児童・小学生ともに「父母ともに」と回答

した割合が高くなっています。 

■ 日常的に子育てに関わっている方（施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 
 

主な親族等協力者が「いずれもいない」と回答した割合は、就学前児童では前回調

査（Ｈ25）より低くなり、一方、小学生ではやや高くなっています。 

■ 子育てに関する親族・知人等協力者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果  

36.0 
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9.8 

1.7 
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0.4  

3.4  
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1.0  
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緊急時もしくは用事の際には子どもを 
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いずれもいない 

無回答 
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Ｈ30調査 

n=933 
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３ 保護者の就労・育児休業制度利用の状況 

（１）就業率の推移 

本市の15歳以上の就業率をみると、1995（平成７）年から2015（平成27）年

にかけて男女ともに低下しています。 

■ 男女別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 

 

女性の年齢別労働力率をみると、結婚前と子どもの育児（子育て）期間終了後に上

昇するＭ字カーブは本市ではほとんど現れず、特に2015（平成27）年は通常低くな

る30～44歳でも80％以上と高くなっています。 

■ 女性の年齢別労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査  

73.0 
71.3 

67.8 
65.1 

63.6 

54.4 
53.0 

51.6 
48.8 48.6 

0%

50%

60%

70%

80%

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 

男性 女性 

11.2 

57.8 

81.1 

79.4 80.4 

82.4 82.8 

77.9 

70.4 

53.5 

32.0 

22.1 
14.6 

9.2 
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44.0  

50.2  

5.5  

8.7  

26.9  

24.7  

1.9  

1.9  

19.2  

13.0  

1.4  

0.3  

1.1  

1.2  

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査 

n=880 

Ｈ30調査 

n=933 

フルタイムで就労しており、 

産休・育休・介護休業中ではない 

フルタイムで就労しているが、 

産休・育休・介護休業中である 

パート・アルバイト等で就労しており、 

産休・育休・介護休業中ではない 

パート・アルバイト等で就労しているが、 

産休・育休・介護休業中である 

以前は就労していたが、 

現在は就労していない 

これまで就労したことがない 

無回答 

49.9  

54.3  

1.4  

2.0  

27.4  

27.8  

1.1  

0.8  

16.7  

12.7  

2.5  

0.8  

1.0  

1.6  

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査 

n=365 

Ｈ30調査 

n=510 

フルタイムで就労しており、 

産休・育休・介護休業中ではない 

フルタイムで就労しているが、 

産休・育休・介護休業中である 

パート・アルバイト等で就労しており、 

産休・育休・介護休業中ではない 

パート・アルバイト等で就労しているが、 

産休・育休・介護休業中である 

以前は就労していたが、 

現在は就労していない 

これまで就労したことがない 

無回答 

（２）母親の就労状況 

母親の就労状況をみると、「フルタイムで就労している」「パート・アルバイト等

で就労している」を合わせた現在就労している方は、就学前児童では85.5％、小学生

では84.9％となっています。そのうち産休・育休・介護休業を取得中の方は、就学前

児童で10.6％、小学生では2.8％となっています。 

前回調査（Ｈ25）と比較すると、就労している母親の割合は、就学前児童では7.2
ポイ

ント、

小学生では5.1
ポイ

ント高くなっています。また、産休・育休・介護休業を取得中の母親の割

合も就学前児童では3.2
ポイ

ント、小学生では0.3
ポイ

ント高くなっています。 

■ 母親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

就学前児童 

小学生 
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母親の１週当たりの就労日数をみると、就学前児童・小学生ともに「５日」（68.0％・

66.7％）の割合が最も高くなっています。 

前回調査（Ｈ25）と比較すると、就学前児童・小学生ともに週に「６日以上」働い

ている母親の割合はやや高くなっています。 

■ 母親の就労日数（１週当たり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

0.4 0.6 2.5 5.4 

66.0 

24.5 

0.6 0.0 0.5 1.4 
4.5 

68.0 

24.6 

1.0 

0%

25%

50%

75%

100%

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日以上 無回答 

Ｈ25調査 

n=689 

Ｈ30調査 

n=797 

就学前児童 

0.0 0.7 3.1 4.8 

67.4 

22.3 

1.7 0.5 0.0 2.1 
6.2 

66.7 

23.8 

0.7 

0%

25%

50%

75%

100%

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日以上 無回答 

Ｈ25調査 

n=291 

Ｈ30調査 

n=433 

小学生 



第２章 子ども・子育て支援の現状と課題 

 

19 

母親の出勤時間は、就学前児童・小学生ともに「７時台」（44.5％・44.6％）

の割合が最も高く、次いで「８時台」（各38.3％）となっています。 

前回調査（Ｈ25）と比較すると、就学前児童・小学生ともに「７時台」に出勤する

母親の割合が高くなっています。 

■ 母親の出勤時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

0.3 2.3 

40.5 
34.0 

10.6 
5.8 6.5 

0.4 1.8 

44.5 
38.3 

7.2 
3.4 4.5 

0%

25%

50%

75%

100%

６時より前 ６時台 ７時台 ８時台 ９時台 10時以降 無回答 

Ｈ25調査 

n=689 

Ｈ30調査 

n=797 

就学前児童 

0.0 1.0 

39.2 38.5 

10.7 
4.8 5.8 

0.5 2.1 

44.6 
38.3 

5.8 4.8 3.9 

0%

25%

50%

75%

100%

６時より前 ６時台 ７時台 ８時台 ９時台 10時以降 無回答 

Ｈ25調査 

n=291 

Ｈ30調査 

n=433 

小学生 
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母親の帰宅時間は、就学前児童・小学生ともに「18～19時台」（47.2％・44.3％）

の割合が最も高く、次いで「16～17時台」（32.6％・30.3％）となっています。 

前回調査（Ｈ25）と比較すると、大きな変化はないものの、小学生では「18～19

時台」の割合が3.8
ポイ

ント高くなっています。 

■ 母親の帰宅時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

3.8 
9.4 

29.6 

47.2 

2.5 1.0 
6.5 3.9 

8.2 

32.6 

47.2 

3.1 0.4 
4.6 

0%

25%

50%

75%

100%

12時より前 12～15 

時台 

16～17 

時台 

18～19 

時台 

20～21 

時台 

22時以降 無回答 

Ｈ25調査 

n=689 

Ｈ30調査 

n=797 

就学前児童 

7.2 
10.7 

29.2 

40.5 

5.2 
1.0 

6.2 5.8 
12.5 

30.3 

44.3 

3.2 
0.0 

3.9 

0%

25%

50%

75%

100%

12時より前 12～15 

時台 

16～17 

時台 

18～19 

時台 

20～21 

時台 

22時以降 無回答 

Ｈ25調査 

n=291 

Ｈ30調査 

n=433 

小学生 



第２章 子ども・子育て支援の現状と課題 

 

21 

25.4  

19.4  

23.2  

34.7  

34.8  

35.5  

16.6  

10.5  

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査 

n=181 

Ｈ30調査 

n=124 

子育てや家事などに 

専念したい 

（就労の予定はない） 

１年より先、一番下の 

子どもが□□歳に 

なったころに就労したい 

すぐにでも、 

もしくは１年以内に 

就労したい 

無回答 

31.4  

39.1  

18.6  

23.2  

34.3  

31.9  

15.7  

5.8  

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査 

n= 70 

Ｈ30調査 

n= 69 

子育てや家事などに 

専念したい 

（就労の予定はない） 

１年より先、一番下の 

子どもが□□歳に 

なったころに就労したい 

すぐにでも、 

もしくは１年以内に 

就労したい 

無回答 

現在就労していない母親の今後の就労意向をみると、就学前児童では「すぐにでも、

もしくは１年以内に就労したい」（35.5％）、小学生では「子育てや家事などに専念

したい（就労の予定はない）」（39.1％）の割合が最も高くなっています。 

前回調査（Ｈ25）と比較すると、就学前児童では「１年より先、一番下の子どもが

□□歳になったころに就労したい」母親の割合が11.5
ポイ

ント高くなっています。また、小

学生では「子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）」の割合が7.7
ポイ

ント高く

なっています。 

■ 就労していない母親の今後の就労意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

就学前児童 

小学生 
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40.0  

31.4  

37.7  

51.2  

20.1  

16.2  

2.2  

1.2  

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査 

n=880 

Ｈ30調査 

n=933 

働いていなかった 取得した 

（取得中である） 

取得していない 無回答 

0.6  

0.9  

1.7  

1.7  

81.8  

84.0  

15.9  

13.4  

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査 

n=880 

Ｈ30調査 

n=933 

働いていなかった 取得した 

（取得中である） 

取得して 

いない 

無回答 

（３）育児休業制度利用の状況 

育児休業制度の利用状況をみると、「取得した（取得中である）」母親は51.2％、

父親は1.7％となっています。 

前回調査（Ｈ25）との比較をみると、「取得した（取得中である）」母親は13.5
ポイ

ント

高くなっています。 

■ 育児休業制度の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

就学前児童（母親） 

就学前児童（父親） 
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0.0  

14.8  

23.2  

12.1  

29.6  

9.4  
4.4  3.0  2.0  1.3  0.0  

7.6  

20.1  16.0  

40.1  

9.1  
2.5  1.8  1.8  1.0  

0%

25%

50%

75%

100%

0か月 1～ 

3か月 

4～ 

6か月 

7～ 

9か月 

10～ 

12か月 

13～ 

15か月 

16～ 

18か月 

19～ 

30か月 

31か月 

以上 

無回答 

Ｈ25調査 

n=297 

Ｈ30調査 

n=394 

35.7  

37.6  

12.5  

24.4  

49.2  

34.8  

2.6  

3.2  

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査 

n=297 

Ｈ30調査 

n=394 

利用する必要がなかった 

（フルタイムで働きたかった、 

もともと短時間勤務だった） 

利用した 利用したかったが、 

利用しなかった 

（利用できなかった） 

無回答 

母親が育児休業から復帰したときの子どもの実際の月齢をみると、「10～12か月」

（40.1％）の割合が最も高く、次いで「４～６か月」（20.1％）となっています。 

前回調査（Ｈ25）との比較をみると、「１～６か月」では前回の割合を下回るもの

の、「７～12か月」では上回っていることから、育児休業の取得期間が長くなってい

る現状がうかがえます。 

■ 育児休業から復帰したときの子どもの実際の月齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

 

職場復帰時における短時間勤務制度の利用状況をみると、「利用した」母親は24.4%

となり、前回調査と比較すると、11.9
ポイ

ント高くなっています。 

■ 職場復帰時における短時間勤務制度の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 
  

就学前児童（母親） 

就学前児童（母親） 
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10.4  

3.0  

75.5  

2.2  

**** 

**** 

0.5  

**** 

10.0  

**** 

0.5  

0.5  

1.3  

0.7  

7.4  

3.0  

60.0  

30.8  

0.8  

**** 

0.0  

**** 

1.6  

**** 

0.5  

0.1  

0.4  

0.1  

0% 25% 50% 75% 100%

幼稚園 

幼稚園の預かり保育 

認可保育所 

認定こども園 

小規模保育施設 

家庭的保育 

事業所内保育施設 

自治体の認証・認定保育施設 

その他の認可外保育施設 

居宅訪問型保育 

ファミリー・サポート・センター 

障害児保育施設 

その他 

無回答 

Ｈ25調査 

n=760 

Ｈ30調査 

n=792 

25.6  

14.0  

74.4  

26.6  

3.3  

3.3  

7.4  

**** 

11.6  

2.5  

9.1  

0.7  

1.6  

1.9  

22.5  

13.7  

62.6  

45.6  

2.5  

2.1  

6.4  

**** 

4.7  

3.2  

6.4  

1.2  

1.5  

1.1  

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査 

n=880 

Ｈ30調査 

n=933 

86.4  

84.9  

12.7  

14.3  

0.9  

0.9  

0% 25% 50% 75% 100%

Ｈ25調査 

n=880 

Ｈ30調査 

n=933 

利用している 利用していない 無回答 

４ 子育て支援事業の利用状況 

（１）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況 

定期的な教育・保育事業を「利用している」就学前児童は84.9％となっています。 

利用している教育・保育事業は、「認可保育所」（60.0％）の割合が最も高く、次

いで「認定こども園」（30.8％）となっています。また、実際の利用と利用希望との

差をみると、「幼稚園」で15.1
ポイ

ント、「認定こども園」で14.8
ポイ

ント、「幼稚園の預かり

保育」で10.7
ポイ

ントとなり、いずれも希望が高い状況です。 

前回調査（Ｈ25）との比較をみると、定期的な教育・保育事業の利用割合は1.5
ポイ

ント低

くなっています。また、利用している教育・保育事業は「認定こども園」が2.2％から

30.8％と高くなっています。 

■ 定期的な教育・保育事業の利用状況 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

 ■ 利用している定期的な教育・保育事業 ■ 利用したい定期的な教育・保育事業 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果  

就学前児童 
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64.5  

80.9  

6.6  

1.4  

1.1  

0.3  

2.1  

1.2  

63.8  

88.6  

2.1  

0.4  

0.4  

0.0  

1.3  

1.4  

0% 25% 50% 75% 100%

子どもの教育や発達のため 

子育てをしている方が現在就労している 

子育てをしている方に就労予定がある／求職中である 

子育てをしている方が家族・親族などを介護している 

子育てをしている方に病気や障害がある 

子育てをしている方が学生である 

その他 

無回答 

Ｈ25調査 

n=760 

Ｈ30調査 

n=792 

（２）平日の定期的な教育・保育事業を利用する理由と利用しない理由 

平日に教育・保育事業を利用している理由は、「子育てをしている方が現在就労し

ている」（88.6％）の割合が最も高く、次いで「子どもの教育や発達のため」（63.8％）

となっています。 

前回調査（Ｈ25）との比較をみると、「子育てをしている方が現在就労している」

の割合は、7.7
ポイ

ント高くなっています。 

■ 平日に教育・保育事業を利用している理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果 

  

就学前児童 
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44.6  

20.5  

0.9  

3.6  

17.9  

0.9  

0.0  

44.6  

8.9  

5.4  

38.3  

6.8  

0.0  

3.0  

6.0  

3.8  

1.5  

55.6  

13.5  

2.3  

0% 25% 50% 75% 100%

利用する必要がない 

子どもの祖父母や親戚がみている 

近所の人や父母の友人・知人がみている 

利用したいが、保育・教育の事業に空きがない 

利用したいが、経済的な理由で事業を利用できない 

利用したいが、延長・夜間等の時間帯の条件が合わない 

利用したいが、事業の質や場所など、 

納得できる事業がない 

子どもがまだ小さいため 

（□歳くらいになったら利用しようと考えている） 

その他 

無回答 

Ｈ25調査 

n=112 

Ｈ30調査 

n=133 

０歳 

0.0% 

１歳 

18.0% 

２歳 

18.0% 

３歳 

50.0% 

４歳 

12.0% 

５歳以上 

2.0% 

無回答 

0.0% 

就学前児童 

n=50 

０歳 

4.1% 

１歳 

43.2% 

２歳 

16.2% 

３歳 

29.7% 

４歳 

2.7% 

５歳以上 

0.0% 

無回答 

4.1% 

就学前児童 

n=74 

利用していない理由は、「子どもがまだ小さいため（□歳になったら利用しようと

考えている）」（55.6％）、「利用する必要がない」（38.3％）で割合が高くなっ

ています。また、「子どもがまだ小さいため」と回答した方のうち43.2％は、「１歳」

から利用しようと考えています。 

前回調査（Ｈ25）との比較をみると、「利用する必要がない」方は6.3
ポイ

ント低くなっ

ています。また、「利用したいが、経済的な理由で事業を利用できない」方の割合は

11.9
ポイ

ント低くなっています。 

■ 教育・保育事業を利用していない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 利用を開始したい子どもの年齢 

 《Ｈ25 調査》 《Ｈ30 調査》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果  

 

就学前児童 
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５ 施策の進捗評価 

「第一期計画」は、7つの基本目標と22の推進施策並びに78の具体的事業により構

成され、その結果として「推進できた」は76事業（97.4％）、「実施中で推進が見込ま

れる」は２事業（2.6％）という進捗評価となりました。 

■ 第一期計画における施策の進捗評価 

施策名 事業数 

（Ａ） 
推進 
できた 

（Ｂ） 
実施中で
推進が見
込まれる 

（Ｃ） 
実施した
が見直し
が必要 

（Ｄ） 
未実施 

計画全体 78 76 2 0 0 

基本目標１ 地域における子育て支援の充
実 

14 14 0 0 0 

 (1)保育サービスの充実 6 6 0 0 0 

 (2)地域における子育ての支援 2 2 0 0 0 

 (3)子育て支援ネットワークづくり 3 3 0 0 0 

 (4)児童健全育成支援の充実 3 3 0 0 0 

基本目標２ 親と子の健康確保および増進 17 17 0 0 0 

 (1)子どもや母親の健康の確保 11 11 0 0 0 

 (2)食育の推進 3 3 0 0 0 

 (3)思春期保健対策の充実 2 2 0 0 0 

 (4)小児医療体制の整備 1 1 0 0 0 

基本目標３ 子どもの心身の健やかな成長
に資する教育環境の整備 

16 14 2 0 0 

 (1)次代の親の育成 

16 14 2 0 0 
 

(2)子どもの生きる力の育成にむけた学校
教育の整備 

 (3)家庭や地域の教育力の向上 

 (4)子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

基本目標４ 子育てを支援する生活環境の
整備 

5 5 0 0 0 

 (1)安全な道路交通環境の整備 
5 5 0 0 0 

 (2)安全で安心できるまちづくりの推進 

基本目標５ 子育てと仕事の調和の実現 4 4 0 0 0 

 
(1)多様な働き方の実現および男女共同 

参画社会の推進 4 4 0 0 0 
 (2)仕事と家庭の調和 
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施策名 事業数 

（Ａ） 
推進 
できた 

（Ｂ） 
実施中で
推進が見
込まれる 

（Ｃ） 
実施した
が見直し
が必要 

（Ｄ） 
未実施 

基本目標６ 子どもの安全確保の推進 10 10 0 0 0 

 
(1)子どもの交通安全を確保するための 

活動の推進 

10 10 0 0 0  
(2)子どもを犯罪の被害から守るための 

活動の推進 

 (3)被害に遭った子どもの保護の推進 

基本目標７ 要保護児童へのきめ細やかな
取組の推進 

12 12 0 0 0 

 (1)児童虐待防止対策の充実 

12 12 0 0 0  (2)ひとり親家庭等の自立支援の推進 

 (3)障害児施策の推進 

※各事業の評価については第４章に記載 
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６ 本市における子育て支援に関わる現状と課題 

本計画の策定にあたっては、ニーズ調査の結果や「第一期計画」の７つの基本目標に

基づき、現状と課題をあげました。これらの課題を解決するための施策を優先的に推進

します。 

【基本目標１】 地域における子育て支援の充実 

今後、全体の人口減少に伴い、少子化・核家族化が進むと見込まれる一方、勤務形

態の多様化、母親の就業率の増加に伴い保護者が昼間家庭にいない家庭の増加により、

延長保育・休日保育など、多様な幼児教育・保育サービスの充実や放課後の児童の居

場所づくり、地域における子育て支援が必要と考えられます。 

【基本目標２】 親と子の健康確保および増進 

子どもと母親の健康の保持・増進を図るため、妊産婦および乳幼児等を対象とした

健康診査・健康相談、食育指導および思春期保健対策、子ども医療費給付事業等を実

施しています。 

今後は、母子の健康管理を図り、異常・疾病等の早期発見に努め、妊娠期から出産・

子育てまで切れ目のない支援にさらに取り組むことで、子育ての孤立化を防ぎ、より

安心して子どもを産み育てられる環境、心身ともに健やかに成長できる環境の充実を

図る必要があります。 

【基本目標３】 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

本市には、小学校16校、中学校９校があり、家庭や地域と連携した取り組みを行い、

確かな学力と豊かな心の育成を図っています。一方、幼児教育・保育施設等は31か所

あり、提供体制を確保しているものの幼児教育・保育の質の向上のための体制整備が

求められています。 

また、教育の原点である家庭教育の質の向上のため、家庭教育に関する講座等を実

施するなど家庭教育に向けた支援にも取り組んでいます。 

近年のインターネット等で有害情報が氾濫する中、携帯電話を介して子どもが犯罪

に巻き込まれるなど、社会問題となっています。子ども・保護者への被害防止のため

の啓発を図る必要があります。 

  



十和田市 

 

30 

【基本目標４】 子育てを支援する生活環境の整備 

子どもが安全に安心して登校・通園ができ、休日も安全に過ごすことができるよう

道路環境の整備を図るため、道路整備時における安全対策への配慮、通学路や日常的

に利用する散歩道の安全状況の確認を行っています。今後も継続した取り組みが必要

です。 

【基本目標５】 子育てと仕事の調和の実現 

仕事は、暮らしを支え生きがいや喜びをもたらすものですが、同時に家事・育児や

地域活動も暮らしに欠かすことができないものです。そのどちらも充実してこそゆと

りある子育てができると考えられます。しかし、安定した仕事につけない、仕事と子

育てや介護との両立に悩むなど、仕事と生活の間で問題を抱える人が多くみられます。 

これらが、将来の不安につながり少子化へつながる要因の一つと考えられます。 

それらを解決する取り組みとして、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

の実現や男女共同参画社会の実現が求められています。 

【基本目標６】 子どもの安全確保の推進 

近年、交通事故や刑法犯の認知件数は減少しているものの、人身事故件数は県平均

より高く、犯罪も巧妙化・悪質化しており、子どもの日常生活が脅かされています。

本市では、ＷＨＯの推奨する「セーフコミュニティ」の認証を2009（平成21）年度

に受け、2014（平成26）年度に再認証・2019（令和元）年度に再々認証を受けま

した。 

事故・犯罪・暴力・自殺などを行政・組織・団体・住民の協働で予防し、その方法

を科学的な視点から確認し改善につなげていくための継続的な取り組みが必要です。 

【基本目標７】 要保護児童へのきめ細やかな取組の推進 

近年、子育て中の若い世代の離婚増加に伴い、ひとり親世帯が増えています。自立

した社会生活を送れるよう経済的な不安定さへの支援が必要です。 

また、子どもの虐待にかかる相談件数は増加しており、相談内容の複雑・深刻化、

対応が長期化する傾向が見られます。要保護児童対策地域協議会関係機関と連携した

対応、妊娠期から子育て期にわたる総合的相談や支援を実施することが求められてい

ます。 

障がいのある子や発達に心配のある子の成長段階に応じた健全な発達が図られ、障

がいや発達に応じて適切な支援が受けられるよう保育施設・学校などの関係機関の連

携や支援充実が必要です。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本理念等 

「子ども・子育て支援事業計画」の前身にあたる「次世代育成支援行動計画」では、

「水と緑の輝くこのまちで 家庭や地域が手を携えて 個性豊かな子どもを育てよう」

を基本理念として、地域における子育て支援サービスや幼児教育・保育サービスの充実

をはじめ、子どもの教育環境の充実等、幅広い施策の展開を図ってきました。 

2015（平成27）年に策定した「十和田市子ども・子育て支援事業計画」は、「子ど

も・子育て支援法」第61条第１項に基づく計画として、国が定めた基本指針を踏まえつ

つ、この基本理念の根幹を継承し、新たな基本理念を「～水と緑の輝くこのまちで 家

庭や地域が手を携えて 個性豊かな子どもを育てよう～ いつでも親子の笑い声が聞こ

えるまち くらしに感動が実感できるまち とわだ」と定めました。 

また、本市の総合計画では、将来都市像として「わたしたちが創る希望と活力あふれ

る十和田」が謳われています。これは、このまちに暮らす市民の知恵と力を最大限に活

かし、子育て・教育、健康福祉分野はもとより、様々な分野においてまちづくりを推進

することで、より多くの人々から「住みたい」「住み続けたい」「訪れたい」まちとして

強く支持されるよう掲げたものです。 

本計画の策定にあたり、子ども・子育て支援はすべての子どもが健やかに成長できる

よう、良質かつ適切な子ども・子育て支援を提供するとともに、子育て家庭の経済的負

担の軽減に配慮した施策を推進するために、第一期計画の基本理念を継承し、実現に向

けさらなる追求に努めていきます。 

 

基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

次代を担う子どもたちが、健やかに生まれ育ち、恵まれた環境の中で元気にいつまで

も住み続け、この素晴らしい十和田市をいつまでも忘れることなく、次世代の親として

安心して子どもを生み、子育てを通して親子がともに喜びを実感できる魅力あるまちづ

くりを目指します。 

子育てとは本来、子どもに限りない愛情を注ぎ、その存在に感謝し、日々成長する姿

～ 水と緑の輝くこのまちで 家庭や地域が手を携えて 

個性豊かな子どもを育てよう ～ 

いつでも親子の笑い声が聞こえるまち 

くらしに感動が実感できるまち とわだ 
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に感動して、親も親として成長していくという大きな喜びや生きがいをもたらす尊い営

みです。 

保護者は、子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識を前提とし、ま

た、家庭は教育の原点であり、出発点であるとの認識のもと、すべての子どもが未来に

希望を持って成長できる社会を築いていく必要があります。 

本市では、保護者が子育てに不安や負担ではなく喜びや生きがいを感じることができ、

そして未来の社会を創り、担う存在であるすべての子どもが大事にされ、健やかに成長

できるような社会、すなわち「子どもの最善の利益」が実現される地域社会の実現を目

指します。 
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２ 計画の基本目標 

本計画の基本理念を実現するために、第一期計画の７つの基本目標を踏襲しながら総

合的・包括的な目標として再設定し、子ども・子育て支援に係る施策の展開を図ります。 

 

基本目標１ 地域における子育て支援の充実 

子どもの幸せを第一に考えて、子育てをしているすべての人が安心してゆとり

ある子育てができるよう、地域における様々な子育ての支援に努めます。 

 

基本目標２ 親と子の健康確保および増進 

母子保健は、生涯を通じて健康的な生活を送る第一歩であり、次の世代の人々

を健やかに生み育てるための基礎となることから、安心して妊娠・出産・子育て

ができるように妊娠初期からの正しい知識の普及と保健指導の充実に努めます。 

 

基本目標３ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

次代を担う子どもたちが、心豊かに人を思いやる気持ちを抱き、家庭が教育の

原点であり、出発点であるとの認識のもと、基本的な生活習慣やモラル、自立心

や自制心を身に付けるための教育、学校や幼児教育・保育施設等をはじめとする

関係機関で推進します。 

 

基本目標４ 子育てを支援する生活環境の整備 

子どもと親がともに安全かつ安心して生活できる環境（公園、道路、居住空間

など）の整備に努めます。 

 

基本目標５ 子育てと仕事の調和の実現 

子育てと仕事の調和の実現を図るため、幼児教育・保育サービスの充実と育児

休業取得促進、長時間労働対策に向けた企業への啓発、男女共同参画の推進に努

めます。 

 

基本目標６ 子どもの安全確保の推進 

子どもを犯罪から守るため、学校、家庭、地域が協力し関係機関の協力の下、

安全な生活環境の整備に努めます。 

 

基本目標７ 要保護児童へのきめ細やかな取組の推進 

すべての子どもの権利と自由を守るため、児童虐待防止、ひとり親世帯の自立

支援、障害児施策の充実に努めます。  
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３ 施策の体系図 
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基本目標１ 地域における子育て支援の充実 

推進施策（１）幼児教育・保育サービスの充実 

推進施策（２）地域における子育ての支援 

推進施策（３）子育て支援ネットワークづくり 

推進施策（４）児童健全育成支援の充実 

基本目標２ 親と子の健康確保および増進 

推進施策（１）子どもや母親の健康の確保 

推進施策（２）食育の推進 

推進施策（３）思春期保健対策の充実 

基本目標３ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

推進施策（１）次代の親の育成 

推進施策（２）子どもの生きる力の育成にむけた学校教育の整備 

推進施策（３）家庭や地域の教育力の向上 

推進施策（４）子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

基本目標４ 子育てを支援する生活環境の整備 

推進施策（１）安全な道路交通環境の整備 

推進施策（２）安全で安心できるまちづくりの推進 

基本目標５ 子育てと仕事の調和の実現 

推進施策（１）多様な働き方の実現および男女共同参画社会の推進 

推進施策（２）仕事と生活の調和 

基本目標６ 子どもの安全確保の推進 

推進施策（１）子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

推進施策（２）子どもを犯罪の被害から守るための活動の推進 

基本目標７ 要保護児童へのきめ細やかな取組の推進 

推進施策（１）児童虐待防止対策の充実 

推進施策（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

推進施策（３）障害児施策の推進 


